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○森光座長 それでは、定刻より少し早いですが、おはようございます。これより第２回

「加工食品の原料原産地表示制度に関する検討会」を開催させていただきます。 

 本日の出席状況ですが、毛利委員から御欠席との連絡をいただいておりますので、私を

含めまして委員は16名となります。 

 それでは、もし報道関係の方がおられましたら、ここで傍聴席のほうへお移りいただき

たいと思います。 

（報道関係者移動） 

○森光座長 それでは、進めさせていただきます。 

 議題に入る前に、前回欠席でした竹内委員のほうから一言御挨拶いただきたいと思いま

す。座ったままでよろしいですので、竹内委員、よろしくお願いいたします。 

○竹内委員 法政大学経営学部の竹内でございます。 

 大学ではマーケティング論を教えています。企業が展開しているテレビ広告などのコミ

ュニケーションの効果をテーマにずっと研究しております。製品のパッケージの表示も重

要なコミュニケーションツールだと考えております。 

 今回の検討会、農林水産省と消費者庁が合同、しかも消費者と事業者、事業者の中には

メーカー、流通の方もいらっしゃること、そして、生産者が一堂に会して議論する機会を

設けたという意味で大変意義深いと考えております。 

 委員の皆様、それぞれお立場が異なりますし、考え方、御要望も違うと思います。そん

な中で表示に関する統一見解を出すこと、そのルールづくりはなかなか困難だと思います

けれども、消費者の適切な商品選択ということで品質に関する情報提供のあり方を検討し

て、よりよい表示の実現を目指すのは大変重要だと私自身も考えております。 

 私もこの検討会が一定の成果を達成できるよう貢献したいと考えておりますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。 

○森光座長 竹内委員、ありがとうございました。 

 それでは、本日の議題に関しまして、事務局より配付資料の確認をお願いいたします。 

○赤﨑食品表示企画課長 それでは、事務局より資料の確認、紹介をさせていただきます。

お手元にお配りしております資料でございますけれども、まず、議事次第、座席表がござ

います。 

 資料１、「過去の検討における論点・課題」。 

 資料２、「過去の検討経緯」。 

 資料３、「加工食品の原料原産地表示に対する要望」がございます。 

 あとは、きょう、意見開陳をいただきます委員の御説明資料ということで、夏目委員、

永田委員、市川委員、金井委員、長屋委員の説明資料がございます。加えて、第１回検討

会資料一式及び各団体等から提出された要望書等のつづりを机上に配付資料としてお配り

しております。 

 以上が本日の資料でございます。過不足や落丁等がございましたら、後で構いませんの
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で事務局のほうにお申しつけくださいますようお願いします。 

○森光座長 よろしいでしょうか。ありがとうございます。 

 それでは、早速、議事次第のほうへ入らせていただきます。 

 次第２の「過去の検討の経緯について」に入ります。前回第１回の検討会におきまして、

これまでの原料原産地表示制度の検討経過の概要を事務局より御説明いただいておりまし

たが、本日改めましてもう一度過去の論点などを整理するために詳細を事務局より御説明

いただきたいと思います。それを踏まえて、今後の検討会の議論を進めさせていただきた

いと考えております。 

 では、事務局のほうから御説明をお願いいたします。 

○船田食品表示企画課課長補佐 おはようございます。食品表示企画課の船田です。私か

ら資料１及び資料２をあわせて御説明します。 

 まず、資料１の「過去の検討における論点・課題」をごらんください。５つの論点が書

かれております。 

 過去の原料原産地表示の検討におきましても、主に取り上げられてきた論点となります。

これらの論点は、今回の検討会の中でも議論していただく柱となるものと考えております

ので、最初にお示しします。 

 まず、論点１ですが、「原料原産地表示の目的」です。原料原産地表示は、消費者が食

品を購入する際の合理的判断に資するために、消費者への正確な情報提供を行うものと位

置づけられ、その目的からしますと、表示により安全を担保するものとはなっていないと

いうことになります。 

 論点２「国際整合性」です。国際的な表示のルールにはコーデックス規格があります。

ただし、今のところコーデックス規格では原料原産地表示のルールがありません。このた

め、これまで原料原産地表示の義務化に当たりまして、WTOのTBT協定（貿易の技術的障害

に関する協定）というものがありまして、WTO協定上、貿易に支障があるなどと他の国から

指摘されないようなルールとする必要があります。 

 論点３「表示対象品目」についてになります。平成13年の制度創設以来、正確には平成

12年12月の梅干し、らっきょうの個別の表示基準施行以来という形になりますけれども、

順次対象品目が検討されてきております。現在、加工食品の義務表示対象品目は22食品群

と個別の４品目ということになっております。 

 続きまして、論点４「任意表示」です。第１回の検討会でも御紹介しておりますけれど

も、現在、義務表示とは別にガイドライン等に基づく自主的な表示も行われております。

過去の検討会の中でも消費者への情報提供の拡大の手法としまして、事業者の自主的取り

組みについて検討されております。 

 論点５は、「表示の実行可能性」です。過去の検討会の中で常に論じられてきた課題と

なります。食品事業者が表示を行う際の困難さや問題点についてその都度検討され、その

上で表示対象品目が定められてきた経緯があります。今回の検討会の中でも御議論いただ
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きたい重要なポイントということになります。 

 以上が論点ということになります。 

 続きまして、資料２をごらんください。第１回の検討会におきまして、過去の検討経緯

の詳細につきましては第２回目で御説明しますということで、今回、第１回目の資料より

もう少し詳細にしたものを御用意しております。 

 表紙をめくっていただきまして、まず、目次のところです。これまでの検討成果として

項目を立てておりますけれども、平成12年から平成24年にかけまして６つの報告がなされ

ています。 

 めくっていただきまして、２ページ目をごらんください。これは、「原料原産地表示対

象品目拡大の推移」ですけれども、１回目の検討会で説明しておりますので詳細は省略さ

せていただきます。 

 個別の８品目に始まった制度ですけれども、現在、22食品群と４品目に義務づけされて

いるというものをお示ししたものになります。 

 ３ページ目をごらんください。参考としまして、これまでの原料原産地表示制度に関す

る検討会等の流れと検討項目につきましてお示ししたものとなります。 

 平成12年の原料原産地の表示のあり方報告書に始まりまして、平成24年８月の食品表示

一元化検討会報告書まで、農林水産省、消費者委員会、消費者庁の検討の都度、当時の判

断というものが出されてきているというものをお示ししたものになります。 

 原料原産地表示の基本的な考え方というものは、平成12年の加工食品の原料原産地表示

検討委員会報告が最初となります。原料原産地表示を行う品目の選定の考え方もこのとき

報告されております。その後、平成15年の農林水産省と厚生労働省の食品の表示に関する

共同会議において報告書が出されておりまして、そこのところで加工食品の原料原産地表

示の目的とか産地を強調した表示に関するルール化、義務表示対象品目の選定（２要件）、

義務表示の表示方法などが報告されております。この報告に基づきまして、20食品群とい

う対象品目の横断的ルールが確立したということになります。 

 その後、引き続いて農林水産省において検討が進められまして、平成18年、平成21年の

同じく共同会議において、品目の選定、表示の方法の実行可能性とか任意表示等について

報告されてきている。平成21年９月に消費者庁ができたわけですけれども、21年９月から

検討の場が消費者庁へ移りまして、最初は平成23年の消費者委員会での検討というのがな

されて、原料原産地表示拡大の進め方に関する調査会報告書が取りまとめられております。

このときには具体的な表示拡大までには至っていないのですけれども、現在の食品表示法

のもとでの検討に委ねられるということで、続けて平成24年の消費者庁主催の食品表示一

元化検討会の報告というものも示されておりますけれども、このときも今後の検討課題と

いう形に位置づけられまして、これを受けて消費者基本計画で検討を行うとされたところ

でございます。 

 それでは、個々の検討会の中身について御紹介していきます。 
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 ５ページ目をごらんください。平成11年３月から平成12年３月にかけて、今回の検討会

と同様に、消費者、学識経験者、農業団体、製造業者、流通業者等から成る加工食品の原

料原産地表示検討委員会を開催しております。平成12年３月に「原料原産地表示のあり方」

という形で報告がなされております。この報告に基づきまして、平成12年12月になります

が、梅干し及びらっきょう漬けを対象に原料原産地表示の義務づけが初めて導入されたと

いうことになります。 

 資料右下にお示ししておりますけれども、平成15年３月までに８品目に義務づけがなさ

れております。 

 「原料原産地表示のあり方」との表題である平成12年３月16日の検討会の報告でござい

ますけれども、現在の考え方のもとになる報告ということになります。原料原産地表示の

基本的な考え方としまして、加工食品の原材料の原産地は品目により消費者が適切な商品

選択を行う上で重要な情報となる場合があるとされております。しかしながら、加工食品

は一般に非常に多くの原材料で構成されているので、製造業者がこれら全てに原産地を表

示することは事実上不可能という報告にもなっています。全てに表示する場合ですと、消

費者にとっても必要以上に細かな見にくくわかりにくい表示になってしまうおそれがある

とも報告されております。 

 また、国際的にも加工食品の原材料に関する原産地表示の一般的ルールは定めていなく

て、先ほども御説明したように、コーデックス規格ではこういったルールがない。制度を

導入する場合には、品目選定の基準を含め合理的な理由に基づく必要があるとされており

ます。 

 このため、消費者が適切に商品を選択するためにどのような品目について原料原産地表

示が必要か、また、製造・流通の実態から信頼性のある原料原産地表示の実施が可能かと

いう観点と、つまり、実行可能性ということになりますけれども、当時の国内的、国際的

に十分説明可能な合理的な判断ルールを設定しまして、個別品目に注目して品目別に精査

し、原料原産地表示を実施していくことが適当という形で最初の報告がなされております。 

 なお、この報告書の中に個々の品目を選ぶ際の判断基準のもととなるものも記されてお

ります。それが右側のところに書いてある①から⑤でございます。 

 ①流通、消費段階で商品の差別化がされているか。 

 ②消費者に誤解を与えるような表示実態があるか。 

 ③他の方法では消費者の誤認を防ぐことは困難か。 

 ④原材料の原産地がある程度一定しているか。 

 ⑤表示を事後的に確認する手法・体制は十分か、というような考え方が示されておりま

す。 

 こういった考え方に基づきまして、当時、８品目、漬け物、ワカメ、塩干・塩蔵魚類と

かウナギ加工品といったものが義務づけられたという経緯でございます。 

 続きまして、６ページをごらんください。個別品目ごとに始まった原料原産地表示とい
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うことになるのですけれども、消費者、事業者双方にとって義務づけのルール、対象品目

であるのかどうかとかわかりにくい面があったということで、こうした理由から、当時、

厚生労働省、農林水産省の共催による「食品の表示に関する共同会議」というのをやりま

した。この共同会議のところで検討がなされて、平成15年２月から義務表示対象品目選定

のあり方と表示方法について見直しが開始されまして、平成15年８月、この共同会議にお

ける議論を踏まえ、原料原産地表示が義務づけられる加工食品の要件等につきまして、「加

工食品の原料原産地表示に関する今後の方向」という形で報告書が取りまとめられており

ます。 

 報告書の中で原料原産地表示の義務対象品目の選定要件と言っていますけれども、考え

方が整理されまして、この考え方に基づきまして平成18年10月から20の加工食品が、食品

群と言っていますけれども、義務対象として横断的に網羅されたという経緯でございます。 

 報告書の中で、まず、加工食品の原料原産地表示の目的というものが書かれています。

ちょっと読み上げますと、「消費者の適切な選択に資する観点から、商品の品質に関する

情報を適切に提供し、加工食品の原産地に関する誤認を防止する」ということが目的とし

て書かれております。 

 また、そこのページのところに、産地を強調した表示に関するルール化が提案されてい

ます。読みますと、「加工食品において強調表示された原産地に関する誤認を防止するた

め、商品のパッケージに任意で表示された産地に関する表示について、全ての加工食品を

対象に誤認防止に関するルールを検討すべき」とされたということなのですが、これはど

ういう意味かと申しますと、加工食品の場合ですと、最後に自主的な変更がなされた地域、

いわゆる加工地と呼んでいますけれども、加工地を製品の原産地として表示することが原

則となります。当時、あたかも原料の原産地であるかのように加工地を強調する表示とい

うのがありまして、このような場合、消費者の誤認を招くおそれがあるということで、例

示としては、よくアジの開きの例を用いるのですけれども、アジの開きを加工している場

所を強調することによって、実際、原料のアジが輸入原料であった場合でも、消費者が加

工地を強調した表示を見て、原料も国産と誤認してしまう例があったということなので、

加工地なのか原料の産地なのか紛らわしい表示を禁止する考え方というものが提案されて

おります。 

 ページが飛びますけれども、参考でお示ししている21ページをごらんいただきたいと思

います。最後のところです。 

 平成16年９月に加工食品の品質表示基準を改正しまして、その品質表示基準の第６条の

ところに表示禁止事項として、「産地名を示す表示であって、産地名の意味を誤認させる

ような表示」ということで、これを一律禁止しております。原料原産地に関する基準と同

様な考え方ということになるのかもしれませんが、こうした消費者に誤認を与える表示と

いうものは平成16年のときに基準が設けられています。 

 今の食品表示基準がございますが、第９条の表示禁止事項でも同様な規定がありまして、
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こういった紛らわしい表示は禁止されているということになっております。 

 続けて、ページが戻ります、７ページをごらんください。 

 義務表示対象品目の選定方法について、報告書の中で示されております。この考え方と

いうのは、今も引き継がれているというところなのですけれども、まず、義務表示の考え

方としまして、対象候補となる品目群をまとめて選定する。要は、食品群をまとめて選定

する。大枠の食品群を選定しまして、その上で表示実行可能性の観点及び消費者の関心の

観点から、個々の品目の実態を勘案して表示対象となる具体的品目を確定する方法をとる

べきという形にされております。 

 この際、義務表示対象品目の選定要件及び選定方法というものも報告書の中で論じられ

ておりまして、義務表示対象品目の選定については目的に照らしまして、以下の要件を満

たす品目群について表示実行上の問題点も考慮しながら表示対象とすべきか否か検討すべ

きであるとされています。これが、いわゆる選定の２要件ということで最初に示されたも

のです。 

 要件の１つ目が、原産地に由来する原料の品質の差異が、加工食品としての品質に大き

く反映されると一般に認識されている品目のうち、要件の２つ目、製品の原材料のうち、

単一の農畜水産物の重量の割合が50％以上である商品を対象とするとされております。 

 なお、①の要件については、客観的に判断されることが必要とされる。具体的には、そ

こに書いてある、加工の程度が比較的低い、言いかえれば、生鮮食品に近い加工食品であ

ること。原産地によって原料の品質に違いが見られ、商品の差別化がされていること。こ

れは、当時はJAS法なのですけれども、JAS法に基づく品質由来の表示であることに起因し

ているということになります。 

 さらに、原料の調達先が海外も含め多様であること等の要素を総合的に勘案する必要が

あるとされております。 

 この15年のときに、義務表示の表示方法についてルール化されております。原産地表示

の表示方法については、国産原料については国産である旨、外国産原料の場合は原産国名

を表示する。つまり、国名を表示することが原則となっております。 

 また、複数の原産国の原料を使用する場合の表示方法については、原則として製品に占

める重量割合の多いものから順に全ての原産国を記載することとした。この場合ですと、

重量割合が変わった場合には原産国の表示の順番を変更する必要が生じてしまうというこ

とになります。 

 続きまして、８ページをごらんください。 

 15年のときに、この報告書と、当時、ヒアリングというものをやっているのですけれど

も、共同会議におきまして品目群リストというものを提示しまして、加除すべき品目、そ

の他追加の要望のあった品目について検討を加えて、この資料はその例なのですけれども、

平成16年３月に義務対象品目を決定した旨を提示された資料になります。これを受けまし

て、平成16年９月、加工食品品質表示基準を改正しまして、平成18年から20食品群及び個
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別の４品目を対象とした横断的な制度が開始されたという経緯でございます。 

 ９ページ目に移ります。義務表示対象品目が20食品群に拡大された際、対象品目につい

ては表示の実施状況、製造及び流通の実態、消費者の関心等を踏まえて必要な見直しを行

うこととされていました。このため、共同会議におきまして平成17年７月から見直し等に

ついて検討が開始されまして、平成18年４月に「加工食品の原料原産地表示のさらなる推

進について」という報告書が出されております。その報告書の中で、加工食品の原料原産

地の義務表示対象品目の見直しが検討されております。義務表示対象品目の選定要件の基

本的な考え方２要件についてですけれども、要件①については、義務表示対象品目の選定

の考え方として、ア、加工食品は、その製造段階が多段階にわたり、また、多くの原料か

ら製造され、原料の産地も変動する場合があるなど、全ての加工食品に原料原産地表示を

義務づけることは無理があり、一定の考え方で線引きを行う必要があること。 

 イ、加工食品には、原料素材の産地による違いが製品の品質に大きく影響するものもあ

れば、一方で、一定の品質の商品を高度な加工技術により実現し、年間を通じて安定的に

提供するなど、必ずしも原料の産地が製品の品質に余りかかわらない品目もある。 

 ウとして、①の要件は、個別品目ごとに品質表示基準を検討していた当時から継続して

おり、ある意味では普遍的な考え方というものも示されております。 

 これらを踏まえまして、平成18年の見直しの検討におきましては、２要件は変更する必

要はないという報告書の中で位置づけられております。 

 続きまして、10ページをごらんください。平成18年の報告の中では、任意での情報提供

の推進についてというものも触れられております。１つは、消費者の情報提供について基

本的な考え方というのが書いてあります。 

 原料原産地表示はこれを遵守しないと、最終的に法人の場合１億円以下の罰金、結構罰

則が重たいです、課せられるなど厳しい措置を伴うものであり、現実に表示を行う際には

加工食品の特性を踏まえて表示の実行可能性等を勘案する必要がありということで、この

ときも実行可能性が重要視されています。そのため、義務づけの対象にすることができな

かった品目もあるということが報告されているように、かなり実行可能性というものを18

年も重要視してきたという経緯があります。 

 あと、原料原産地表示の義務づけの対象となっていないものもあるわけですけれども、

製造業者等が自主的な表示を行うなど原産地情報を提供する取り組みを行うことは、消費

者の商品選択に資するという形でも報告されております。任意での表示というものは有効

ではないかということが報告されております。 

 ２つ目としまして、食品の表示は容器・包装への表示ということになるのですけれども、

原料原産地の情報を提供する手段としてほかにはないかということで、このときにインタ

ーネットの情報提供とか、生産情報等を提供する他の手法との連携とか、店頭でのポップ

表示、お客様相談窓口というようなことも検討がなされております。 

 ３つ目、消費者の取り組みというものも挙げております。消費者においても、原産地表
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示に限らず商品に表示されている情報に関心を持っていただいて、表示も含めて提供され

る情報を商品選択に積極的に活用していくことが期待されるということも報告書の中で述

べられております。 

 11ページをごらんください。平成18年の報告の中では、原料原産地表示の考え方等の今

後のさらなる見直しについてということで、見直しをこれから進めるに当たって考慮すべ

き点とか整理すべき課題等が挙げられております。 

 まず、消費者の知る権利を尊重することが大前提というふうに書いてあります。しかし、

全ての加工食品の原料原産地を義務表示の対象とすることは無理という形でも書かれてお

ります。最終的に罰金等を伴うJAS法による表示義務を課すには、表示の実行可能性を考慮

する必要がありますということで、これも実行可能性が繰り返しここで出てきております。 

 あと、消費者の関心をどのようにとらえていくのかということも書かれております。 

 あと、表示のスペース的な話、限られた表示スペースで真に伝えるべき情報とは何かと

か、義務づけして表示しないといけない情報は何かということも述べられております。 

 「原料を的確に管理するためにコスト増加を招き」と、コストの話も出ております。コ

スト増加によって商品価格に転嫁される場合もあるということが書かれておりまして、こ

うした消費者の負担など経済面に留意する必要があるということ。 

 これらが整理すべき課題ということで書かれているということなのですけれども、続き

まして、12ページをごらんください。 

 その後、平成20年７月、共同会議におきまして原料原産地表示の拡大に向けた表示の方

法と品目の考え方について検討が開始されております。その中で、原料原産地情報の表示

方法についてということが報告書の中で書かれています。対象品目を拡大する際の３つの

課題を提示しているわけなのですけれども、新たな表示方法の導入を検討していく場合に

課題が３つあります。それがそこに書かれている①、②、③、頻繁な原料原産地の切りか

えへの対応、②が物理的スペースの制約、③が原料原産地情報のわからない輸入中間加工

品への対応ということが述べられております。 

 これらを解消するためにということで、下のところ、３つ枠があって矢印が書いてあり

ます。可能性表示、大括り表示、中間加工品の表示の方法の導入ということで書かれてい

ます。可能性表示につきましては、そこのところの右側に書いてあるのですけれども、商

品の内容と表示の内容が一致せず、かえって消費者に誤解を招く情報を与えかねない、導

入することは不適切という形になっています。 

 それに対しまして、大括り表示は、頻繁に原材料の産地の切りかえが行われる加工食品

にも対応でき、導入は適切と考えられるという形で書かれております。ただし、その適用

に当たっては、表示の意義、必要性も含め十分な検討が必要である。要は、国名が出てこ

ないので消費者への情報提供としてどうかということが書かれています。 

 あと、輸入中間加工品の表示、これも原料原産地情報が不明な場合、対応できるという

ことで導入は適切ということが書かれております。 
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 13ページをごらんください。平成21年の報告のときも要件１、要件２の検討ということ

が挙げられております。平成21年、このときは農林水産省の共同会議での検討になります

けれども、このときも要件Ⅰ及び要件Ⅱを基本的に維持すべきものと考える結論づけとい

うことにされております。 

 また、具体的な義務対象品目の選定についても、表示は消費者が商品を選択する際の重

要な要素で、消費者の要望を第一に考えることが必要であるとか実行可能性を担保すべき

ということで18年と同様な検討がなされて、結論づけとしては18年を踏襲したような形で

報告が出されているということになっております。 

 続けて、14ページに移らせていただきます。平成21年９月に消費者庁が設立されており

ます。検討の場がここから消費者庁へ移行しているという形になりますけれども、消費者

委員会の食品表示部会というのがございます。消費者庁とは別に内閣府の中に消費者委員

会というのがございます。表示を検討する場合は消費者委員会の食品表示部会の御意見を

聞くということになっておりまして、そこの食品表示部会の中に原料原産地表示の拡大を

検討するために「原料原産地表示拡大の進め方に関する調査会」というものを設置しまし

て、その中で平成23年１月から平成23年７月にかけて検討がなされて、報告書が出されて

おります。この報告書の中でも新たな表示方法の実効性ということで、先ほどお示しした

ような可能性表示、大括り表示とかそういったものを検討されております。 

 14ページのところにちょっと書いてありますけれども、このときも可能性表示について

は、表示と原材料の内容が一致しない場合があるので表示する意義が小さいということが

書かれている。また、国産、外国産または輸入といった大括り表示のほうですけれども、

大まかではあるが原材料の内容を伝える表示となっており、導入によって表示可能な品目

の増加が期待できるというようなことも書かれております。 

 一方で消費者にとって適切な情報を提供することになるのか疑問ということも述べられ

ております。 

 あと、国産品の消費拡大につながるとか、輸入品を排斥することになりかねないという

ことも書かれております。 

 輸入中間加工品の原産地表示は、この案も必要であるということで位置づけられており

ます。 

 15ページに移ります。調査会の報告書の中で、一応、意見というものが出されておりま

す。調査会の報告書は平成23年７月に出されているのですけれども、当時、消費者庁では、

現行の食品表示法の検討に着手しようというところで、まさに一元化検討会も準備してい

るさなかでありました。消費者委員会の調査会の報告書の中では、結局、最終的な結論と

しましては、そこの食品表示が消費者の商品選択に資するためのものであることを踏まえ、

食品表示が何のためにあるのかといった根本的な意義について、消費者、事業者の意見を

聞きつつ、現行のJAS法にとらわれない幅広い議論が行われ、新たに制定される法体系のも

とで、つまり食品表示法のもとでということになりますけれども、原料原産地表示の対象
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品目や選定方法等が改めて設定されることを期待するという形で報告書が出ているという

ことになります。 

 16ページを見ていただきまして、この報告書を受けまして、消費者委員会から意見とい

う形で23年８月に消費者庁に対して意見出しがなされております。これも先ほどの報告書

を受けた形なので、要は、新たに制定される法体系のもとで原料原産地表示の対象品目や

選定方法等を改めて設定することを期待するという形で終わっております。 

 17ページに行きまして、消費者庁におきまして、先ほども申しましたけれども、平成23

年９月から平成24年８月にかけまして、食品表示一元化検討会というものを開催しており

ます。一元化検討会の中で論点の一つとしまして、加工食品の原料原産地表示についても

議論を行っております。ただし、一元化検討会の中ではこれまでの品質の差異の観点にと

どまらず、新たな観点から原料原産地表示の義務づけの根拠とすることについて議論を進

めましたけれども、合意には至らなかったという経緯になっております。 

 24年８月に一元化検討会の報告書が出されておりますけれども、最後のところで、加工

食品の原料原産地表示については、これまでの品質の差異の観点にとどまらず、新たな観

点から原料原産地表示の義務づけの根拠とすることについて議論を進めたけれども、合意

には至らず、当該事項については食品表示の一元化の機会に検討すべき項目とは別の事項、

要は食品表示法のところで別の事項として検討してほしいということで、今回の検討会の

開催に至ったということになっております。 

 時間がかなりかかってしまいましたけれども、私からの説明は以上でございます。 

○森光座長 船田補佐、どうもありがとうございました。 

 ただいま、消費者庁からこれまでの経緯につきまして説明がありました。特に最初の資

料１であります５つの論点、目的、国際整合性、対象品目、任意表示、そして、一番大き

なところであります実行可能性、５つの論点がこれまでの農林水産省、消費者委員会、消

費者庁になられてからの検討会でも検討され続けてきたことが皆さんわかったと思います。 

 時間を使いまして、こういうものを踏襲した上でこの委員会が成り立っておりますので、

ぜひこの５つの論点は重要と思われますので、皆さんの共通の認識を得たということで理

解しております。 

 それでは、ただいまの事務局からの御説明、または論点などにつきまして御意見とか御

質問等がございましたら、よろしくお願いいたします。 

 齊藤委員、よろしくお願いします。 

○齊藤委員 どうも説明ありがとうございました。資料２の11ページですが、ポツの５つ

目に原料原産地の正確な表示を行うためには、原料を的確に管理するためのコスト増加を

招くという記述がございますけれども、どの程度のコスト増加ということが見込まれるの

か、ケースによっていろいろあろうかと思いますけれども、少し例示的に事務局で説明で

きる範囲のものがありましたらお聞かせいただきたいと思います。 

○森光座長 ありがとうございます。 
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 これは、事務局、農水省のほうからお願いいたします。 

○島崎食品表示調整担当室長 農林水産省の消費者行政課の島崎と申します。 

 今、御質問のあったコストの件についてですけれども、前回第１回目のときに農林水産

省としましては、いろいろな工場にヒアリングを行うということで、委員さんからも小さ

いところも含めて広くやってほしいということで、今、そのヒアリングを行っている最中

でございます。まだ十数社程度のものになっておりまして、その中でコストの問題も聞く

わけですけれども、おっしゃるように場合分けというのが非常にあって、ぽんと答えをい

ただけることはほとんどないというような状況です。 

 そういうことも含めて、まだこれからもヒアリングを続けますので、その結果をまた３

月の終わりに会議があると思いますが、そのときに御報告したいと思いますが、なかなか

具体的な数字というのは難しいかというふうに思います。例えば、切りかえのための包材

のお金がどれくらいかかるかというのはお答えが可能かもしれませんけれども、その他に

係るところについてはなかなかしっかりした数字を出しにくいというのが実情だと思って

おります。また次の報告書で報告したいと思います。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 そのほかよろしくお願いいたします。 

 岩岡委員、お願いいたします。 

○岩岡委員 全国消団連の岩岡です。 

 これから議論をしていく上で３つほど材料について要望があります。 

 １つ目は、原料原産地が表示されていない商品を消費者が手にとったときに、国産と思

うのか、輸入と思うのかというあたりのことですとか、あるいは、国産と表示すると売れ

るとよく言われますけれども、そこら辺のアンケート等を実施していただいて、消費者の

心理の数値的な裏づけというのがぜひあればいいなというふうに思っています。 

 全国消団連のほうで議論になったのですけれども、過去のそういう調査結果は全国消団

連も持ち合わせていないということもありましたので、そんなことが１つ議論をしていく

上で材料として必要なのではないかということが１点目です。 

 ２点目は、私は埼玉消団連として全国消団連に参加しているのですけれども、実は、こ

の間、埼玉県と懇談をしたときに、埼玉県の食品表示調査員によるモニター活動というの

がずっとやられておりまして、原料原産地表示について、２品目だけですけれども、それ

を毎年種類を変えて調査しているというお話がありました。ホームページをのぞいてみる

と、平成24年（2012年度）の数字なのですけれども、適正な表示がされているというのが

521件で、不適正な表示が見受けられるというのが13件ありました。97.6％と2.4％です。

それで、この13件のうち原料原産地表示がないというのが８件で、原料原産地表示が不明

確な表示であるというのが４件、その他が１件ということでした。 

 埼玉県のほうに全国的にはどんな状況なのですかと聞いたら、それはわかりませんとい

うことだったので、今のきちんと運用されているかという状況についてどうなのかという
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ことをいただければというのが２点目です。 

 ３点目は、２つの要件が整理されていますけれども、今、それで22食品群と４品目とい

うことになっておりますけれども、この２つの要件で世の中の加工食品を見た場合に、イ

メージとしては単一で50％以上というものはもっとたくさんあると思いますので、まずそ

れを列挙していただいて、その上で要件１のほうの原産地に由来する原料の品質の差異が

品質に大きく影響するということについて、どの程度のものなのかということについて具

体的な商品を、なるべくたくさんあったほうがいいと思うのですけれども、並べていただ

いて、今、この２つの要件について22食品群と４品目以外の何があるのかということにつ

いても少し共通の認識を持って議論をしたほうがより効率的ではないかというふうに思っ

ていますので、長くなりましたけれども、その３点を要望いたします。 

 以上です。 

○森光座長 ありがとうございます。今、岩岡委員から３つの案が出ましたが、意見とし

て、アンケートに関しては恐らく現在進行中で、これは３回目以降でということだと思い

ます。運用状況、すなわち、原料原産地表示の全国規模の調査等、または何かに関しては

特に事務局のほうからお答えは。 

 お願いします。 

○島崎食品表示調整担当室長 農林水産省では、全国の農政局等を通じまして、日々、い

わゆる義務化になっている表示については点検を行っています。ざくっとの数字になって

しまいますが、年間約３万件の調査を行っているという状況です。 

 27年度上半期に関しての数字を、今、手元にありますので少し御紹介しますと、指導件

数は、生鮮食品及び加工食品合わせて144件となっています。つまり、年間３万件の調査を

します。上半期の数字なので１万5,000件いうふうに考えますと、生鮮も含めてですけれど

も、そのうちの144の指導件数があるということになっておりまして、１％程度ということ

になります。今、言いましたように生鮮も含めてのもので、加工食品はそのうちの100件に

も満たない状況になっています。さらに、原料原産地の誤表示、欠落となりますと、まだ

少なくて８件ということになっていますので、割合にすると非常に低い割合になろうかと

いうふうに思っております。 

 現状の数字として、私どもの答えるのはこの程度です。よろしくお願いします。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 済みません、もう１件先に説明からで。 

○赤﨑食品表示企画課長 ただいまの岩岡委員の御指摘について、現時点でお答えできる

範囲でお話をさせていただきます。 

 まず、１点目の国産と書くことで本当に売れるのかどうか、消費者の心理はどうなのか

ということでございますけれども、これにつきましては、消費者庁のほうでも具体的なし

っかりとしたデータというのはないのが実情です。ただ、１回目のこの検討会の場でも御
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説明しましたように、今回、消費者庁のほうでは消費者の意向調査をウエブ調査で行うこ

ととしております。その中で、産地情報をなぜ知りたいのかという理由の一つとして、国

産かどうか知りたいという選択肢を置いて消費者の意向を聞くということにしております

ので、ウエブ調査の結果がまとまれば、改めてこの検討会の場にお出しして御説明をして、

今の御指摘に対する説明の一助としたいと思っております。 

 あとは、委員の３点目の御指摘でございます。今、２つの要件がある。特に２番目の要

件で単一原料重量比50％というのがあります。その具体的なリストといいますか、どのよ

うなものがあるのかお示しいただきたいということですが、実態で言うと、加工食品とい

うのはいろいろな使用原材料があり、多様なのが実情でして、一覧という形で網羅的にお

示しすることは非常に難しいと思っています。また、取り扱い量というものについても同

様にデータはございません。 

 ただ、先ほど委員が言われました、２要件の射程というものにつきましては、今からこ

の検討会で御議論をしていく中で、特に生産者側の御要望ということで具体的な品目等々

のお話も出てくると思っております。随時そういう中で、２要件とのかかわり等につきま

しては事務局のほうから補足させていただき、また、そういうことも念頭に置いて今後い

ろいろな形で御説明をさせていただきたいと思っております。 

 とりあえず以上でございます。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 武石委員、よろしくお願いします。 

○武石委員 事務局のほうには、わかりやすい論点整理をありがとうございました。 

 私のほうから、この論点整理に関しまして３点ほど質問やら要望をさせていただきたい

と思います。 

 まず、第１点、資料１の論点１ということでございますが、今さらなのですが確認させ

ていただきたいと思いますのは、そもそも今回TPP関連施策として食の安全・安心の分野で

加工食品の原料原産地の拡大が位置づけられております。TPP関連施策として原料原産地表

示を拡大する意味合い、あるいは目的というものはどういう視点でございましょうかとい

うことを質問したいと思います。 

 消費者の選択の機会の拡大、あるいは、正確な情報提供ということなのでしょうが、ど

この国の原料かということを消費者の方がお知りになって、食の安全・安心との関係でど

のような施策効果があるとお考えになって、こういった整理をなされたのでしょうか。そ

もそも本来は国産農産物の消費拡大、あるいは生産振興という狙いがあるならば、その点

を明確にすべきではないかというふうにも考えます。 

 この点に関しては、１回目でもお話ししましたが、今回の検討がTPPの目指す日本経済の

さらなるグローバル化、あるいは日本農業の輸出産業化という政府の大方針や規制緩和に

よる経済の活性化という目標に逆行しないかという懸念をこの提示に関連してはしっかり

検証していく必要があるのではないかと考えております。 
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 論点２についてお話しします。国際整合性は非常に大事だと思っております。食品表示

の国際規格でありますコーデックスでは、過去2000年から2005年にかけて食品の原料原産

地表示についての検討が各国間で再三にわたり行われました。しかし、アメリカなどの食

品や原材料の輸出国からコスト増、あるいは負担増、貿易障壁になるとの反対意見が強か

ったことから合意が得られず、現在は原産国表示の規格のみで、原料原産地表示の規格は

ありません。原料原産地表示に対してアメリカ、カナダ、オーストラリア等の輸出国の反

発が強いということはしっかりと国際整合性というものを考えるときには押さえていく必

要があると思います。 

 また、最近の問題として、米国の食肉関連の国内表示規制でCOOLという制度があります

が、それがカナダからTBT協定等に違反するとしてWTOに訴えられまして、結果としてWTO

委員会からルールに違反すると裁定され、カナダなどから報復措置を回避するため、昨年

12月に米国はこのCOOLを規定する法律を廃止したと聞いております。 

 生鮮食品と加工食品の違い、あるいは、輸入品が対象となるといった違いもあると思い

ますが、自由貿易を阻害する過度の国内規制はこうしたことにつながるおそれがあること、

これも考慮する必要があると思います。 

 ３点目では、これは要望でございますが、昨年６月にアメリカのFDA（食品医薬品局）は、

部分水素添加油脂、いわゆるトランス脂肪酸ということで一時話題になりましたが、そう

ではなくて、部分水素添加油脂についての食品規制を発表いたしました。この際、FDAは規

制によるコストとベネフィットの計算を行い、ベネフィットが上回ることから規制を導入

すると公表しております。 

 実は、日本でも総務省が窓口になって規制の事前評価という仕組みがあります。残念な

がら、各省庁による事前評価書は定量的な分析があるのは少ない現状ですが、消費者の利

益、ベネフィットの拡大を定量的に評価することは難しいという点もあろうとは思います

が、FDAのように多くの国民に関係する規制はできる限り科学的な根拠をもとに慎重に行う

べきであると考えます。 

 以上、３点、質問なり御要望ということで、１点目はぜひ御回答のほうをお願いしたい

と思います。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 ただいまの１点目を特にお願いいたします。 

○赤﨑食品表示企画課長 それでは、ただいまの御指摘について消費者庁のほうから御回

答をさせていただきます。 

 １点目は、原料原産地制度の目的ということで、委員のほうから安全・安心という言葉

がありました。どのような整理になるのかということでございますけれども、これにつき

ましては、お手元の資料２の19ページをごらんになっていただければ、参照条文というこ

とで食品表示法の３条、基本理念の条文をつけてございます。 

 基本的に表示施策につきましては、消費者の安全及び自主的かつ合理的な選択の機会の
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確保ということで、いわゆる消費者の知る権利という文脈の中で、消費者が実際に物を購

買するときの判断材料として必要な情報を提供するという機能がございます。 

 委員、御指摘の安全・安心という分類になりますれば、安全というよりも安心、やはり

消費者の皮膚感覚、肌感覚で見て、購買するときにいろいろな種類の物がある中でこれを

選びたいということにきちんと応えていくということが、この基本理念にも書いておりま

すように、表示の一つの大きな役割ではないかと思っております。 

 この点につきましては、過去の経緯等を、先ほど事務局から御説明しました同じ資料２

の５ページをごらんになっていただければ、左側に平成12年３月当時の整理でございます。

基本的考え方というのがありますが、中ほど下のほうに「消費者が適切に商品を選択する」

と、一番上にも「消費者が適切な商品選択を行う上で重要な情報」ともございます。その

意味では、知る権利、消費者への情報提供ということ、これにつきましては、安心という

立てつけの中で表示のほうでしっかりとできることは対応していく、こういうものだと思

っております。 

 あと、論点２の国際整合性のところですが、委員御指摘のように、国際整合性は非常に

大事で、過去、コーデックスで議論がなされたがルール化していないという、これはその

とおりでございますけれども、ルールがないということは直接的にその規律をするルール

がないということであり、一般的にはTBT協定の２条１項に内国民待遇というのがございま

す。これは合理的な理由なく国産品と比べて輸入品を差別的に取り扱うことを禁止した規

定ですが、そのような規定に照らしてどうかということなのだろうと思っています。 

 ちなみに、今、我が国では一部の加工食品の原材料については表示の義務づけをしてお

りますけれども、これにつきましては、これまでルールをつくるのに先立ってWTO事務局を

通じてほかの加盟国に順次通報してきています。透明性のある手続でルール化をしており

ますので、その意味では、今の制度につきましては国際整合性は担保されているものと思

っております。 

 とりあえず、以上２点につきまして。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 この件に関しましては、またこれからも議題の中で出てくると思いますので、時間が進

んでおりますが、このほかにまだ。 

 夏目委員、お願いいたします。 

○夏目委員 資料１、資料２に基づきまして、過去の検討における論点の課題等を説明い

ただきましたこと、本当にありがたいというふうに思います。 

 資料１の論点１から論点５につきましては、今後、私どもがきちんと共通して進めてい

かなければならないというふうに思っております。 

 全体22食品群４品目に原料原産地表示が拡大されてから約６年間、拡大がされておりま

せん。その間、大きな課題になってきたのは、今の御説明から伺っておりますと、論点５

の表示の実行可能性というところが大きなネックであったのではないかというふうに受け
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とめたわけでございます。 

 ですけれども、この間に例えば平成21年の共同会議報告では、大括り表示等の３点につ

きまして、表示に違う方法を考えてみようといった議論もあったわけですね。それは平成

23年の消費者委員会の調査報告でも述べられております。今まで事業者の方々に非常に困

難や問題点が多いという実行可能性ということが大きな課題、障壁となって進められてく

ることができなかったということであれば、この間、前向きな検討があった表示の新しい

ルールについて、ここで少し振り返って検討してみることも必要ではないかというふうに

思うわけでございます。 

 今、資料２で触れられているこの点につきましては、少し説明が十分ではないというふ

うに思っておりますので、具体的にどのような表示制度のメリット、デメリットがあるか

ということを、次回で結構ですからもう少し御説明いただければというふうに思っており

ます。それぞれの委員の方、賛成、反対の御意見をお持ちかと思いますけれども、やはり

ここは一歩進めるという前提のもとに御議論がされれば非常にうれしいと思いますので、

どうぞその点をよろしくお願いしたいと思います。 

 消費者はもちろん表示の拡大を望むわけでございますけれども、逆にそれが事業者の非

常に大きな負担となり、ひいてはそれが商品価格に転嫁されて消費者に負担を求められる

というところもまた大きな課題でございますので、みんなでいい知恵を出し合って進める

方向はないかという議論にぜひ進めていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 では、簡単に。 

○船田食品表示企画課課長補佐 今、夏目委員のほうから大括り表示についてもうちょっ

と説明が欲しいということで意見が出されましたので、事務局のほうで次回以降、大括り

表示のもうちょっと具体的な表示のイメージですとか、メリット、デメリットについて御

説明するような資料を出していきたいと考えております。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 時間のほうが参っておりますので、ここで少しサマライズさせていただき、まだ御意見

等はございますが、４名の委員の方からの御意見、齊藤委員の御意見に関しましては、次

回第３回、３月31日のときにヒアリング等を実施する中でお答えしていくという形にさせ

ていただき、岩岡委員から３つ出ましたが、特に私も３番目に出された２つの要件の具体

的なものは出せないですが、これから事業者のヒアリングの中で、ある食品群があって、

その中でもある品目がという具体例が出てくると、我々も「百聞は一見にしかず」が好き

な言葉ですので、やはりこれは難しいなとか、なるほどというのを理解したいと思います。 

 武石委員のほうから出たことは、赤﨑課長のほうからお答えがありましたように、上２

つの件に関しては、また、３番目に関しては今後の検討課題とさせていただきます。 

 最後、夏目委員のほうから出ました御意見に関しましても、大括りに関しての具体的な
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メリット、デメリットというところで少し精査したことを次回出していくという形にさせ

ていただきます。ありがとうございました。 

 では、次の議題のほうに行きます。 

 議事次第３の委員から御意見を伺いたいと思います。今回は、主に消費者代表という形

で原料原産地表示の幅広い意見を求める観点から、関係者のヒアリングを行うことを提案

してきました。今回は、本検討会としまして御発言いただいてきましたが、特に消費者、

生産者の立場からそれぞれお考えや要望を発言していただきます。実は、次回以降もこの

ヒアリングは続けていきますが、特に今回は消費者側としまして夏目委員、永田委員、市

川委員、そして生産者側としまして、金井委員、長屋委員、鈴木委員の計６名の方にお願

いしたいと思います。時間の都合、８分以内でそれぞれお一人ずつ、座ったままで結構で

すのでお願いいたします。 

 それでは、最初に消費者側の代表といいますか、発言側としまして夏目委員にお願いい

たします。 

○夏目委員 要望を述べる機会をいただきまして、ありがとうございます。全地婦連の夏

目でございます。提出いたしました資料に基づいて述べさせていただきます。 

 第１回の発言の場でも述べさせていただきましたけれども、この加工食品の表示の拡大

につきましては、これまで積み残された課題として提起されていますことから、今回の検

討会を機に前向きな議論がされることを希望しております。 

 まず、１つ目でございますけれども、加工食品の原料原産地表示の拡大を前提とした検

討であることを望みます。その内容としましては、これは既に申し上げてありますとおり、

食品は生産・加工・流通などの複雑な経路をたどって消費者の手元に届きますけれども、

消費者がそれらの現場を確認することはほとんどできません。したがいまして、表示によ

る情報を信頼して食品を選択しているわけでございます。この食品の表示につきましては、

食品の内容を正しく識別できるものでなくてはならないと思っております。 

 ２つ目でございます。食品表示制度に関連している消費者の権利として、安全が確保さ

れる権利、必要な情報を知ることができる権利、商品などについて適切な選択が行える権

利、消費者教育を受けられる権利などがかかわっているというふうに思います。 

 ３つ目、食品の生産と消費の距離が拡大している現在、食品の供給サイドが正確な情報

を消費者にわかりやすく伝えていただけることというのが消費者保護の前提と考えます。

したがいまして、表示の果たす役割はますます大きくなっています。 

 ２番です。現行の義務対象品目の選定要件について検討すること望みます。 

 １つ目、加工食品について、原料原産地表示の拡大を実現するためには、２項目の選定

要件の見直しが必要ではないかとも考えられます。この２つの要件は、消費者から見ます

と、50％ルールは別にしまして、品質の差異というのは非常にわかりにくいということが

事実でございまして、一部の消費者からは、この２項目があるために拡大が進まないとい

うふうに受けとめている人もいることは事実でございます。もしそこのところで事実でな
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いとすれば、きちんと消費者に伝えていただく必要があるかというふうに思います。 

 ３つ目でございます。冠食材でございますけれども、この原料原産地表示については、

ぜひ検討していただきたいというふうに思います。 

 商品名に名称が付された冠食材につきましては、当然それは商品のキャッチフレーズで

もあるわけでございますから、原材料の原料原産地表示を義務づけていただきたいと思い

ます。 

 ４つ目でございます。加工食品の原料原産地表示を担保するトレーサビリティーを検討

していただければと思います。国際的な整合性というところでは、既にこれまで述べられ

ているとおりではございますけれども、一方でISOの食品安全マネジメントフードチェーン

のあらゆる組織に対する要求事項においては、一方でトレーサビリティーを求められてい

ることもございます。 

 供給サイドとして重要なことは、やはり自分の責任が及ぶ所管範囲（仕入れ先から納品

先まで）におきまして必要情報の記録と保存は重要なことではないかというふうに思うわ

けでございます。 

 現行の表示制度は、原則的に最終商品を対象にし、加工業者など中間業者に適切な情報

が伝わらないと正しい表示が実施されないというふうに聞いております。事業者間取引に

おかれましても表示の義務化が必要であるかというふうに思いますし、その担保としてト

レーサビリティーの導入が検討されるべきだというふうに思います。 

 このトレーサビリティーシステムというのは、食品表示の信頼性回復や向上に期待がで

きるというふうに思っておりますし、国内の産地にとりましては、産地ブランドの確立に

つながり、付加価値を高めることにも利用できるGI制度もございますから、そんなところ

もあろうかと思います。 

 まだまだ表示の偽装事件が出てきておりますけれども、そういうときにも被害の拡大を

防いだり、抑止する効果というのもあろうかと思います。 

 ５番目でございます。販売の多様化に合わせた表示拡大について検討していただきたい

ということで、今、販売はますます場面が多様化しております。したがいまして、販売形

態でもって表示をする、しないというのはなかなかわかりづらいところがあろうかと思い

ます。 

 ６番目でございます。これは、先ほど最後に御意見として要望を出したところにも関係

するわけでございますけれども、これまでの検討会でもって新たな表示方法について触れ

ているところがございましたので、この点についてぜひこの検討会でさらに進めていただ

きたいという要望でございます。 

 ７番、８番も消費者の意見を聞いていただきたいし、８番も、事業者の意見もとても必

要だというふうに思います。平成22年のときに公表されました原料原産地表示に関する意

見交換会に係る意見募集のときに、事業者の方々が①から⑥までのところが課題というふ

うに挙げられておりまして、資料１で検討の課題というところにも一致してくるかという
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ふうに思いますけれども、こういうところがございましたので、特に事業者等の意見を聞

くときには、この22年から、今ですと、もう６年近くたっているわけでございますから、

製造や流通実態に変化があったかどうかというところも含めて意見を聞いていただきたい

し、それからもう１点は、任意の取り組みがされておりますガイドライン等も含めて、加

工食品業界で任意表示、ガイドラインも含めてどのような取り組みが進んだかどうかとい

うこともお示しいただければありがたいというふうに思います。 

 最後になりますけれども、やはり表示の拡大というのは消費者が的確に商品を選択する

ための大きなツールでございます。消費者もイメージではなくて客観的な事実、科学的な

ものに基づいて行動したいというふうに願っておりますので、どうぞこの検討会を有意義

なものにしていただければと思います。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○森光座長 夏目委員、どうもありがとうございました。 

 質疑応答に関しましては、時間の都合上、６名の委員の方が全部終わったところで生産

者側の方も含めまして全体で討論したいと思います。 

 続きまして、永田委員、お願いいたします。 

○永田委員 全国消費生活相談員協会の食の研究会の永田といいます。よろしくお願いし

ます。 

 私もこのたびの研究会で表示の拡大について前向きな議論がされることを希望します。

私が所属している全国消費生活相談員協会は、全国の消費生活センターで消費者からの問

い合わせや苦情を受けている消費生活相談員を主な構成員としております。消費生活セン

ターが受ける相談にはさまざまな内容の相談がありますが、食品の苦情として寄せられる

相談の中には表示についての苦情や問い合わせもあります。特に苦情相談では、現行の食

品表示がわかりにくく紛らわしいために誤解を生じ、苦情が発生しているものも多いと考

えます。 

 例を挙げますと、１として、日本のメーカーがつくった干しそばを買ったがおいしくな

かった。原料の小麦粉やそば粉は輸入率が高いと聞いたが、日本で生産されたものは国内

産の原料を使っていると考えてよいか。国産のものを選んで買っているので、原料が外国

産であれば商品を返したい。 

 ２として、購入したエゴマ油に産地の表示がなかった。販売元に聞くと中国産のエゴマ

を輸入して日本で加工していると言っていた。このような表示の仕方でいいのか。そのほ

かいろいろです。 

 現在、原料原産地の表示は、加工食品のうち22食品群と４品目だけが義務表示になって

おり、多くの加工食品の原料原産地が表示されていません。市販されている加工食品の多

くが日本で製造・加工されたものという情報しか表示されていないため、消費者の中には

国産加工食品の原材料は国産品であると信じて疑わない方がまだまだたくさんいらっしゃ

います。食品表示法は、表示の目的を、食品を摂取する際の安全性の確保及び自主的かつ
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合理的な食品の選択の機会を確保することとうたっています。食品を合理的に選択するた

めの情報が提供されることは消費者の権利です。消費者が合理的に判断して商品選択をす

るには、適正でわかりやすい表示が必要と考えます。 

 現在の加工食品の原料原産地表示では、消費者が商品を選択する際に必要な情報が不十

分と考えますので、ぜひ情報の提供をお願いしたいと思い、次の３点を要望いたします。 

 １、原料原産地表示の義務対象品目の選定条件の一つである、原産地に由来する原料の

品質の差異が加工食品として品質に大きく反映されていると一般的に認識されている品目

ですが、この条件を外していただきたいと思います。表示が不可能な品目は、原料原産地

表示が必要と認識されない品目として適用除外にしてください。 

 その２、製品の原材料のうち、単一の農畜水産物の割合が50％以上である商品をやめ、

原産地表示は原材料の重量が上位１位、２位にするとしてください。３位、４位以下は推

奨としてもよいと考えます。５％未満のものは表示の必要はありません。 

 一括表示の原料原産地名は、最低国産品か輸入品か区分されていればよいと思います。

輸入品と記した場合は、ホームページか電話での問い合わせ等で原産地を確認できる体制

を望みます。 

 ３、国及び生産者、メーカー、その他食品生産にかかわる事業者は、原材料の生産、輸

入、製造現場での原材料確保から製品をつくって消費者に届けるまでの情報伝達システム

を構築し、加工食品の原料原産地表示を実現していただきたいと考えます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○森光座長 ありがとうございました。 

 では、最後、消費者側の委員といたしまして、市川委員、お願いいたします。 

○市川委員 食のコミュニケーション円卓会議の市川まりこです。意見を述べる機会をい

ただきまして、ありがとうございます。 

 この加工食品の原料原産地表示について、皆様のお手元の資料をごらんになりながらお

聞きいただきたいと思います。 

 この表示については、JAS法の品質表示基準の枠の中で行われてきておりまして、2013

年の食品表示法が成立した後、３つの法律が１つになりました。その中で品質事項につい

ては、まだまだJAS法由来であり、加工食品の原料原産地表示については食品表示法の中の

品質事項であることに変わりはない、これは事実だと思います。 

 今回のこの検討会の趣旨書にも出てきます総合的なTPP関連政策大綱についての書き込

みの中では、この表示の拡大という文言が食の安全・安心に関する施策、リスクコミュニ

ケーションと並べて記載されております。つまり、品質事項ではなく、安全・安心対策と

しての位置づけになっていると思います。 

 国民全てが利用する食品の表示に一部の人々の不安対策としての義務化拡大という政策

が行われてよいのかは疑問です。前回も述べておりますが、そもそも食品は原料原産地の

違いによって安全性が違うというものではないはずです。 
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 と前置きした後で、この加工食品の原料原産地表示制度について５つのポイントで述べ

ていきたいと思います。 

 １点目、原料原産地表示の基本的な考え方について。 

 日本では原料原産地表示を品質に関連づけてきた歴史があります。世界から見ると、大

多数の国の考え方とは異なる日本独自の表示ではありますが、食品表示法のもとにおいて

も義務対象品目の選定要件の基本的な考え方はそのまま堅持すべきと考えます。なぜなら、

もし品質の縛りをなくしてしまうと何を選定要件とするのか。多様な考え方、多様な見方

がある中で、消費者が知りたいものは何でも拡大すべきとなってしまい、本当に必要な情

報提供は何なのかという本質的な議論ができなくなるのではないかと考えています。私は、

義務対象品目の選定要件の基本的な考え方を堅持して、消費者の要望の高いもので実行可

能性の高いものを考慮して拡大の余地を探すことを提案いたします。 

 ２点目、原料原産地表示の無理な拡大と消費者の不利益について。 

 原料原産地表示の拡大がなぜ消費者の利益になるのか。そのことによって不利益を被る

消費者はいないのかについて、根拠に基づいた合理的な説明が必要です。多様な消費者は、

それぞれ食品の種類によって表示の優先度や表示内容の要求度も異なります。例えばどう

いう消費者の不利益が考えられるかということをこれから幾つか述べてみたいと思います。 

 原産地表示違反は直罰規定というのがありますので、間違えたら事業者にとっては大変

です。その表示にかかわるコストは、当然、商品の価格ということで消費者にもかかって

くると思います。また、限られた表示スペースの中で文字数がふえて読みづらくなると一

番困るのは高齢者ではないでしょうか。また、事業者の実行可能性を無視して全ての原材

料に義務化を求めると、食品のコストが上がるだけではなく、その食品の正確な表示がで

きないため製造ができなくなることも考えられます。 

 つまり、消費者が食べたい食品が食べられなくなります。また、正確な表示をするため、

原料の原産地を絞ることが余儀なくされると、その原産地で入手できる期間しか製造でき

なくなったりすることも考えられます。そうなると、消費者はある時期しか食べたい食品

が食べられなくなるということもあり得ます。 

 また、原料の原産地を絞ることを余儀なくされると、その原産地の原料の品質が天候の

不順などで低下した場合、一定の品質が維持できないためにその食品が製造できなくなり

ます。そうすると、消費者が食べたい食品が食べられなくなります。 

 このようなことを述べると、事業者の肩ばかり持っていると思われるかもしれません。

しかし、無理な拡大によって消費者は何を得て、何を失うのかしっかり認識しなければな

らないと思っています。 

 ３点目、原料原産地表示の正確性について。 

 原料原産地表示の無理な拡大は産地偽装の動機になるかもしれないと考えています。直

近では、鳴門ワカメの産地偽装がメディアで話題になりました。原料原産地表示を行う上

では、その正確性についてトレーサビリティー制度の拡充、それから、科学的根拠に基づ
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く検査などによって表示の正しさを見極めるということもできなければ、その正確性は担

保できないと考えています。 

 ４点目、食品を選別する消費者への情報が不足しているのかという点について。 

 国産を選んで買いたい人に向けて情報提供すべきというのは、そのとおりだと思います。

しかし、現状、消費者の特定の国嫌いを利用した商品の差別化を売りにしている事業者も

あります。どうしてもその国を避けたい、あるいは国産を選びたい人は、そのような事業

者を選ぶことができます。そもそも特定の国嫌いという国は、大方中国という言葉を挙げ

る方が多いのではないでしょうか。しかしながら、輸入食品という視点で見てみると、昨

年の厚生労働省の薬事・食品衛生審議会の中で厚生労働省の方の説明によると、確かに中

国産というのは話題になりやすいのですが、そうかといってとりわけ中国産の違反率が高

いということではないとしっかりと説明もされているところです。そんな中で、国民や生

産者の方で、いやいや、絶対国産のほうがいつも安全で品質がよいと思っていらっしゃる

方も多いのではないかと思いますが、本当にそうなのかとちょっと振り返ってみることも

大事なのではないかと思います。 

 国民の全てが国産の付加価値の高い食品を求めているものではありません。海外からの

安い農畜産物を利用した少しでも安い加工食品を必要としている人たちも多いのではない

かと思っています。また、消費者の知りたいという要望については、義務の拡大ありきで

はなく、事業者が自主的にホームページで原料原産地を公開したり、お客様相談窓口で消

費者の質問に答えたりすることで、事業者の自主的な取り組みをより進めていくことで解

決できるのではないでしょうか。 

 ５点目、国産農産品の消費拡大のために加工食品の原料原産地表示拡大が必須なのかと

いう点について。 

 食料・農業・農村基本計画の中には、食料自給率を上げるという項目の中に原料原産地

表示の拡大を目指すという記載があります。国産の表示があれば、消費者はいつも国産の

商品を選んで買うでしょうか。もちろん、なるべくなら国産のものを選びたいという気持

ちはこれまでのアンケートなどでも多くの消費者がそう思っているというような数値的な

データは出ておりますが、しかし、たとえその表示があったとしても国産を選べないさま

ざまな理由があるということについても理解をしておく必要があるのではないかと思いま

す。 

 日本の農業や畜産や水産業の意欲ある生産者の皆さんは、生産性を上げて高品質、コス

トパフォーマンスのよいものを生産して消費者の支持を得ることがまず先だときっと思っ

ていらっしゃるはずだと思います。 

 以上でございます。 

○森光座長 市川委員、どうもありがとうございました。 

 以上、３名の方が消費者側からの委員ということでございました。意見のほうがいろい

ろと出たということです。 
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 続きまして、生産者側の委員からの御発言をお願いしたいと思います。金井委員からお

願いいたします。 

○金井委員 資料は、「原料原産地表示に関するJAグループの取り組み」ということであ

ります。 

 時間が限られていますので、４ページをお開きいただきたいと思います。前のほうのペ

ージは前回申し上げたとおりですので、後ほどお目通しいただければと思います。 

 まず、申し上げたいのは、基本は消費者の適切な選択に資するために情報を開示すると

いうことであります。生産者の立場とは、そういうことであります。 

 さまざまな表示技術の問題とか、さまざまな考え方の消費者がいらっしゃる中であって

も、基本は開示するということであります。あとは、消費者にいろいろ不利益とかコスト

転嫁という御意見もありましたが、そもそも基本的には事業者が努力してこういう表示に

取り組むというのであり、消費者へのコスト転嫁ありきではなくて、まずは事業者がちゃ

んと努力するということが基本だというふうに思っています。 

 そういう面で、我々のグループの全農の自主的な取り組みというのを御紹介させていた

だいて、検討の御参考にしていただければというふうに存じます。 

 ４ページにありますが、加工食品の原料原産地表示に関する全農の自主基準でございま

す。これは25年から取り組んでおります。 

 適用範囲でありますが、商品に「全農」という言葉が表示されている場合にやっており

ます。 

 表示基準でありますが、原則として全ての加工食品を原料原産地表示の対象とするとい

うことであります。それで、対象の原料でありますが、赤字であります「原材料に占める

重量の割合が上位２位まで」ということ、かつ、「重量の割合が５％以上」の原料という

ことであります。 

 あと、冠表示でありますが、右の「にんにくポンズ」をごらんください。これも当該冠

の原料は、重量の割合にかかわらず原料原産地を表示するということでありまして、右の

「にんにくポンズ」のところの赤い囲みの上から５行目に「にんにく（中国産）」という

ふうに明記してございます。 

 あと、こういうことをやって果たして実務上、問題が出ないかということでありますが、

これは運用上の工夫の中でできるということです。主な原料、一次産品ですが、この重量

割合が頻繁に変更される場合、食品によっては、当然そういうことはあります。それにつ

いては枠外の大括り表示も認めておりますし、さらに中間加工品についてでありますが、

これも特定が困難な場合は、中間加工品の原産国を枠外に表示するということで、右の「ク

ミアイしょうゆ」についても、この赤い囲みの中に「輸入品を使用しています」というふ

うに明記しております。こういうふうにしますと、必ずしもその都度包材を切りかえる必

要はないというやり方でございます。 

 ５ページに自主基準の表示例をまとめましたのでお開きいただきたいと存じます。 
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 まず、上の段でありますが、原料原産地が特定できる場合の生産情報の開示方法という

ことであります。基本１、２、３というふうにありますが、基本の１は、原材料の「脱脂

加工大豆（大豆）」の後に書いているパターンであります。 

 あと、基本型－２というのは、下の「名称」「原材料名」の下に「原料原産地名」とい

うふうに原料原産地の欄を追加して表示しています。 

 ３パターン目は、一括表示を枠外に入れているというパターンであります。そこから、

さらに原料原産地の特定が困難な場合の情報の開示方法であります。 

 ④でありますのは、原産地の大括りでありまして、原料原産地またはその配合順位が頻

繁に変わるが、しかし、輸入品であることがわかる場合ということは、枠外に「脱脂加工

大豆の原料大豆は輸入品を使用しています」と書くということであります。 

 さらに、次のパターンでいきますと、中間加工品の原材料の原産地が特定できないけれ

ども、原産国、つまり製造地はわかる場合ということでありまして、枠外に「原産国（製

造地）は中国です」というふうに書いてあるわけであります。 

 さらに⑥番目に行きますと、中間加工品の原産国は特定できないが、輸入品ではありま

すよとしますと、枠外に「脱脂加工大豆は輸入品を使用しています」と書きます。 

 ここまでやって、それでも使用原料が国産品か輸入品か特定できない特殊な場合につい

ては、枠外に「相談窓口までお尋ねください」というふうにやってございます。 

 このように、できるわけでありまして、これは消費者にコスト転嫁するのではなく、事

業者の努力でできる範囲だと思います。 

 最後に６ページに義務対象品目の選定要件や現行ルールの下での表示対象品目を記載し

ておりますが、今、御説明申し上げたような実行可能性を踏まえて、あくまで消費者、お

客様の視点から検討すべきというふうに思っております。 

 以上であります。 

○森光座長 金井委員、ありがとうございました。JAの実際にやられている取り組みの御

紹介でした。 

 続きまして、長屋委員、お願いいたします。 

○長屋委員 JF全漁連の長屋でございます。漁業生産者の立場から意見を申し上げさせて

いただきたいと思います。 

 加工食品の原料原産地表示義務化の拡大につきましては、ただいま金井委員からも生産

者サイドとしての御意見がありましたが、基本的な部分は同様ということでございますの

で重複を避けさせていただきまして、私からは水産物におけます重点要望について意見を

述べさせていただきたいと存じます。 

 重点要望とさせていただくのは、長年にわたりましてノリの生産漁業者から強い要望が

出されております、おにぎり、巻き寿司等に使用されますノリの原料原産地表示の義務化

でございます。干しノリそのものにつきましては、既に22の食品群に含まれ、義務化をさ

れておりますが、おにぎりや巻き寿司に加工されたものの表示義務はありません。この義
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務化を求める背景につきまして、２つほどお話をさせていただきたいと思います。 

 資料をめくっていただきまして、１つは、海外からの輸入増加の懸念でございます。ノ

リは、ここにございますように、東北から九州の沿岸域で広大な海にノリ網を張り、生産

をされております。ノリは板状に乾燥させた干しノリの形で流通をされ、生産量も枚数で

示されます。 

 １ページにございますように、我が国の生産量は、かつては100億枚を超え、輸出も相当

量されておりましたけれども、贈答向けを中心とした国内需要の減少であるとか、韓国、

中国の台頭から輸出先も限定をされてきまして、現在では約80億枚に減少しています。 

 一方、韓国、中国は生産量を増加させておりまして、韓国では約130億枚と我が国の1.6

倍の生産量となってございます。この枚数には、皆さん方も御存じの塩味のする韓国ノリ

と言われるものが約40億枚含まれているところでございます。 

 そして、１ページ飛ばして３ページにございますように、干しノリ等の我が国の輸入量

というのは、ここにございます2010年から2014年の４年間で2.2億枚から6.9億枚というふ

うに３倍以上増加をしているところでございます。TPP交渉において、私どもJFグループは、

ノリ、昆布等の海藻類を最重要品目として交渉に当たってもらうよう要望を申し上げまし

て、政府も要望を受けとめていただきまして、他の全ての水産物が関税撤廃となる中、撤

廃は免れました。しかし、関税の大幅な削減は受け入れざるを得ないとなったところでご

ざいます。TPPへの韓国の参加が予想されております中、輸入枠の増大も加わりまして、さ

らなる輸入増加が懸念をされているところでございます。 

 ２つ目は、国内需要の変化でございます。２ページをお開きいただきまして、ノリはか

つては贈答用であるとか家庭用が大半を占めておりまして、平成元年で家庭用が約４割、

贈答用が２割と両者で６割を占めていたところでございますが、しかし、現在では贈答用

が２％まで大幅に減少いたしまして、おにぎりや総菜等用の業務用が７割を占めまして、

特にコンビニのおにぎり等で国内需要87億枚の３割に当たる26億枚が消費をされている状

況にございます。このような需要の変化から、おにぎり等に使用されるノリの表示義務化

を求める声が強く出されているところでございます。 

 ５ページをお開きいただきまして、消費者におきましても、昨年、全国漁連のり事業推

進協議会が実施をしたアンケートによりますと、おにぎりなど食品の一部に使用している

ノリの原料原産地表示の質問に対しまして、表示があるべきだと答えられた方が53％、あ

ったほうがよいという方が43％と、ほぼ全ての消費者が原料原産地表示が必要と回答して

ございまして、消費者の関心も高いものがございます。 

 資料４ページに、コンビニで販売をされておりますおにぎりの原料原産地表示の例を示

してございます。包材に国産ノリを使用していることを自主的に記載する商品もございま

すが、一括表示ラベルに原料原産地を記載しているものは、今回の調べではありませんで

した。 

 資料６ページに、今、申し上げました表示義務化の必要性について整理をさせていただ



26 

 

いております。ノリの重量は軽いものでございますが、おにぎり等の品質にはかかわるも

のでございます。消費者の選択に資するためにも、おにぎり、巻き寿司等の表示の義務化

について御理解をいただければと思っております。 

 最後に、７ページにございますが、表示の実行可能性に関して申し上げますと、ノリは、

我が国でも韓国、中国でも生のノリを遠くまで輸送して加工するということは、輸送コス

トの面からも品質の面からも行われておりません。産地で干しノリに加工されることから、

複数国の原料が混ざるということはございません。また、海外での生産は、韓国、中国の

２か国に限られていることから、表示の実行可能性についても問題は少ないというふうに

考えてございます。 

 何とぞ御理解をいただきますようお願い申し上げまして、意見の陳述とさせていただき

ます。ありがとうございました。 

○森光座長 長屋委員、ありがとうございました。 

 では、次に、鈴木委員、よろしくお願いいたします。 

○鈴木委員 日園連の鈴木でございます。果物の生産者団体でございまして、生産者側、

JAの立場では金井委員がお話しいただいた内容だというふうに私どもも思ってございます。 

 本日は、資料のほうを特段用意してございませんで、話だけで申しわけございませんけ

れどもお許しをいただいて、日本の果物、特に果実の加工品も含めた果物全体の需要動向、

その辺の加工の実態等について御報告をいたしたいと思います。 

 まず、果物全体、日本での果物の消費量は、年間750万から800万トン程度ございます。

このうち国産果実の生産量は年々減少をしているのですが、おおむね300万トン、自給率が

40％弱ということになってございます。消費量は800万トン、この年間800万トンの消費の

うち、生食用として大体55％、加工品、ジュースとか缶詰等があるわけですけれども、こ

れが45％で、半分近くは加工品としての消費ということになっております。ただ、生食用、

生鮮果実だけを見ると国産で60％なのですけれども、加工品の部門では国産はわずか10％

で、残りの90％が輸入と、おおむねこんな状況です。 

 輸入の加工品というものは、オレンジとかリンゴの果汁、輸入全体の30％はオレンジ果

汁が占めて、リンゴ果汁が20％を占めておる。そのほかは、その他の品目のジュース等、

あるいは缶詰、ジャムというような輸入の実態になっているというのが現状です。 

 この輸入量の多いオレンジ果汁は、ブラジル産が約７割、一方リンゴのほうの果汁は中

国産が約７割を占めておるという状況です。ただ、これらの輸入果汁というのはほとんど

が原果汁、要はジュースにした状態、あるいは濃縮果汁の状態で輸入されてございまして、

生の果実を輸入して日本でジュースにするというようなケースはほとんどございません。

一方、缶詰のほうは、日本の缶詰メーカーが自社のブランドで海外の缶詰工場に委託製造

するとか、自社工場を産地に持ったりしているケースもございますし、また、一部では製

品ではなくて大型の缶詰というか、シロップ漬けにしたような状態で輸入して日本で製品

として缶詰を製造するというようなケースもございます。要は、フルーツみつ豆とかそう
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いったミックス缶詰みたいなものも、こういった形で日本で製造されているものか多いと

いうような状況です。 

 いずれにしても、加工品としての製品とか中間原料の状態で輸入されるわけでして、ジ

ュースのボトラーとか缶詰のパッカーさんが原料を輸入、あるいは購入した段階で原料の

原産地がわからないということはまずないというふうに思っております。どこから来た原

料かというのがわからないということはまずないと思います。 

 それで、先ほどの日本の果実の消費のうち、加工品として消費が45％で半分近くを占め

ているというふうに申し上げましたけれども、実は、この加工品としての消費の割合が年々

ふえているというのが実情でして、例えば20年前は加工品が35％でございました。10年前

が40％程度になっております。現在45％ということで、年々ふえているというのが実情で

す。この加工品の原料というのが、輸入の加工品のウエートが高いわけでして、それに伴

って国産果実の消費が減少し、自給率も下がってきているというのが実情です。 

 日本の果樹農業、今まで安全・安心で高品質な果実生産を目指して、生食用の出荷を前

提に日本の農業は取り組んできておるわけでございますけれども、これだけ加工品として

の消費がふえてくると加工需要にも対応した果樹生産にも取り組んでいく必要が出てきて

おるというのが実情でございます。そういったことで、果樹の産地では、日本の安全・安

心で高品質果樹である、こういった特徴を生かして、加工品においても外国産原料と差別

化した高品質な加工品の開発等も含めまして、高品質原料の提供に取り組んできておると

ころでございます。ただ、果実の加工品の部門では、原料原産地表示がされていないとい

うような状況でございますので、こういった高品質な国産果実を原料としているという情

報が正確に消費者まで伝わっていないというような不満が多くの生産者から寄せられてい

るというのが実情でございます。果実加工品等については、ぜひ原産地表示をしてもらい

たいというふうに思っているわけでございますけれども、製造メーカーといたしましても、

商品を製造する過程で、また、商品管理として原料の原産地表示はしっかり把握している

というふうに思ってございますし、その情報を消費者まで正しく伝える必要があるのでは

というふうに思っております。 

 この原産地表示によって、国産の原料が優位になって、全て国産に変わるというふうに

は決して我々も思ってございませんで、そういった情報を正しく消費者に伝えるというこ

とが生産者にとっても満足できるような結果になるのだろうというふうに思っているよう

な状況でございます。 

 今回のこの検討会では、果実の加工品だけに限ったことではございませんけれども、ど

の品目が原産地を表示できるのかという考え方ではなくて、原料の原産地表示をするとい

うことを前提に、どうしたら表示できるのか、どのような表示方法であったら可能なのか、

そういった観点で検討していただけたらというふうに思っております。その上で物理的、

技術的に、誰が見てもこれは表示できないというようなものがあれば、それは義務化の対

象から除外するということにするといったような方向で検討していただければと思ってご
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ざいます。 

 以上でございます。 

○森光座長 鈴木委員、ありがとうございました。 

 ただいま、６名の方、３名が消費者側として、３名が生産者側としての御意見をいただ

きました。この件、これに限らなくても構いませんが、御質問、御意見がございましたら

よろしくお願いいたします。 

 武石委員、お願いします。 

○武石委員 貴重な御意見、ありがとうございました。 

 まず、消費者側からの意見開陳に関して、１点意見を述べさせていただきます。 

 消費者のニーズの把握は非常に大事なことだと思っております。前回の検討会の参考資

料の６のところで、一元化の検討会の際のアンケート調査資料が出ていますが、そこでの

お答えからも明らかなように、消費者の方々が加工食品を選択する際に最も参考にしてい

る点は価格でございます。価格が７割、次が消費期限で６割、その次が原料原産地で３割

です。こうした数字とは別に、これも１回目の検討会で味の素さんが御紹介していますが、

お客様相談という中で年間４万件ほどあるのですが、その中で原料原産地に関するお問い

合わせは約195件、0.5％でございます。実は、消費者のニーズというとらえ方からすると、

本当にそれだけ原料原産地に関して消費者の方が御関心をお持ちなのかというところは、

私どもメーカーとしては非常に疑問だと思っております。 

 なおかつ、食品メーカーのお客様相談での原料原産地のお問い合わせの内容を見ますと、

なぜお聞きになったかといいますと、特定の国あるいは特定の地域のものでないですねと

いう確認の質問がほとんどでございます。言ってみれば、その点は食の安全・安心と誤解

をしているといったところにございますので、むしろ必要なのはその点に関しての行政側

のリスクコミュニケーションではないかというふうにも考えております。 

 そういった点で、この消費者ニーズのとらえ方というのは、今回の見直しの一番大きな

視点にもなりますので、ぜひ慎重な検討をお願いしたいと思います。 

 それから、もう１点、生産者側の御意見に関しまして、全農さんは非常に立派な取り組

みをされて、私どもも評価したいと思うのですが、そもそもメーカー側がなぜ国産の表示、

加工原材料の表示に慎重かといいますと、実は頻繁に外国産と国産の原料の切りかえがあ

るという実態がございます。なぜそうなるかと申しますと、生産者の方々はどうしても、

先ほど日園連の方がお話しになっていましたが、生で出すよりも加工向けのほうが価格が

下がりますので、どうしても加工品向けといいますと品質の悪いもの、あるいは季節的に

規格から落ちたようなもの、そういったものを出しがちだということで、生鮮食品の需給

調整機能としての役割が歴史的にもあって、なかなか安定的に年間を通して調達できない

ということがございました。 

 とすると、どうしてもメーカー側としては切りかえが多いのでなかなか表示に当たって

も非常に課題がございますし、むしろこれから取り組むのであれば、全農さんのような立
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派な取り組みをどんどん進めていただいて、年間を通して加工用向けの原材料がきちんと

安定的に供給されて、それをメーカーのほうもブランドとしてしっかりと位置づけて商品

として売っていくという取り組みができれば、お互いウイン・ウインで非常にいいと思い

ますので、全体に義務化するというのではなくて、全農さんのような取り組みができると

ころはしっかりとそれを促進していくといったような視点での取り組みが大事ではないか

と思いますので、あわせて意見として述べさせていただきます。 

○森光座長 武石委員、御意見どうもありがとうございます。 

 このほか御意見、御質問等。 

 齊藤委員、お願いいたします。 

○齊藤委員 全農の金井委員からの自主的な取り組みの御紹介をいただきまして、ありが

とうございました。このようなことがいろいろな事業者で進められていくことは大変あり

がたいことだと思っておりますが、１点だけ、冠表示のことについての御紹介があったわ

けでありますが、重量の割合にかかわらず表示をするということで、表示そのものは大変

ありがたいことだというふうに思いますが、例示として「にんにくポンズ」、名前だけ聞

くとニンニクが主なのか、ポン酢が主なのかわからないですね。手にとって買うわけであ

りますから、消費者としては誤認というのはないかもしれませんけれども、しかも重量の

割合がわからないということになりますと、非常に勇気の要る買い方になってしまわない

かなというような、逆に冠表示の適切なあり方というのはどうなのかなということを疑問

に感じたようなことがあります。JAさんとして、何かお取り組みの中でそのようなことの

御体験で、さらに追加して御説明いただけるものがあればつけ加えていただきたいという

のが１点です。 

 それから、第１回で長屋委員がノリの問題を御指摘いただいて、私もそれ以降、興味を

持って、店に行くとこのことに関心を持って拝見させていただくと、まさしく資料の４ペ

ージにあるようないろいろな表示の仕方がされております。特に４ページの左側の原料原

産地表示がないというものも結構多いなというのが率直な印象であります。御指摘の５ペ

ージには、非常に関心を持っているというようなアンケート調査の結果があるわけであり

ますが、私が幾つかの店を見て、では、この原料原産地表示があるものが売れ残っている

かというと、これまた結構売れているというのも実態だろうと思っておりまして、消費者

も多様だなということを実感するわけでありますけれども、私は、これは金井委員のとこ

ろでおやりになっているように、全農さんで自主的にお取り組みいただいているように、

これはむしろ事業者で義務化の前に無理なくできるのではないか、しないほうが不思議な

ような印象を持っておりまして、何もあえてここに原産地表示をしないほうが違和感があ

るなという感じがいたしておりますが、これは事業者の皆さんの中でこれに対して御意見

がございましたら、ぜひお聞かせいただきたいと思います。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 先に全中の金井さん、もし冠表示に関することで何か追加御説明がありましたらお願い
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いたします。 

○金井委員 ここに書いてあるとおりなのですけれども、基本的には、「にんにくポンズ」

ですから、あくまでメーンの商品はポン酢です。ただし、商品名に記した「にんにく」は、

重量の割合にかかわらず、つまり、重量が少なくて上位２位までに入らなくても明記する

ということでして、ここも中国産と書いています。中国がだめとかいいではなくて、正確

に表示するということが大事だというふうに思います。やはりお客様の立場で考えないと、

大して問い合わせがないとかそういうことで表示しないのではなくて、誤認を与えないた

めにも何でも表示するという姿勢でやっています。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 また、実施可能についてノリの話が出てまいりましたが、この件に関しまして、何か特

に。 

 池戸委員、お願いいたします。 

○池戸委員 消費者の立場、それから、生産者の立場のさまざまな意見が出て、非常に参

考になりました。 

 先ほどもどなたかから出たのですけれども、基本的には先ほど事務局の御説明がありま

したように、今回の食品表示法の基本理念で消費者の権利ということをまず最優先で考え

るべきだと思いますが、基本理念の中には小規模事業者への影響に配慮ということも書い

てございます。 

 先ほどから消費者の方の関心が非常に高いというところがデータで示されているので、

これは非常にわかりやすい。ただし、どういう理由でそれを選んでいるかというところま

でわかれば、もう少し明確になるのではないか。 

 ちなみに、一元化検討会では、原料原産地のところの選定理由として、やはり安全性の

確認という理由が６割を占めたということになっています。目的の１のところに書いてあ

るように、安全性を担保するものではないということではありますが、これは正直なとこ

ろの今の消費者の方の実態なので、これを踏まえた対策なり方策というのが必要だと思い

ます。 

 例えば、原料原産地の国産の表示をするということにどういう意味があるかということ

をセットで消費者の方に理解していただければ、表示を通じて一次産業の状況とか事情と

か、そういったところもよくわかっていただけるほうにつながれば、これは一つの方策だ

と思っています。 

 実は、先ほどもその話になってくると何回か出てきておりますけれども、実行可能性の

話が常に出てきます。これについては、一般論として言えば、できるだけ客観性を持って、

かつ、できるだけ具体性を持たせたような実態調査を踏まえていただきたい、これは要望

です。 

 もう一つは、やはりこの分野というのは、品目、業種によってかなり状況が違うという

ことですので、これは大変なことかとも思うのですけれども、できるだけきめ細かな調査
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を、特に中小企業の方々が、万が一、義務化になったはいいが、それを知らなかったとい

うところですね。特に影響が及ぼされるようなところを慎重によく聞いていただきたい。

その際に、既に消費者のほうからも出ていた案とか、全農さんがやられているような案と

か、そういうものの場合はどういうところが問題で困るかという、そういうこともよりき

め細かで具体的な形で示していただきますと、これからの我々の検討も、これは一律でど

うのというよりも、その状況を踏まえた形で我々は判断をせざるを得ませんので、特に過

去に出された大括り表示とか中間加工品、この際、その辺も含めてぜひ聞いていただけれ

ばありがたいということでございます。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 そのほか、特に。 

 長屋委員、お願いいたします。 

○長屋委員 先ほどの齊藤委員の御指摘についてお答えをしたいと思います。 

 水産物の場合は、例えば塩サバにしても、これはノルウェー産の塩サバもございますし、

日本産もあります。同じサバでも脂の乗り方というのは相当違ってくるものでございます

ので、きょうは体調がよくて少し脂の強いものが食べたいなというときは、表示を見てノ

ルウェー産を買って帰る。きょうは少し脂の低いものという人は、国産の八戸のサバを買

っていく。こういうふうな質の差が出てくる、これをどういうふうに消費者の選択に合わ

せていくかということで表示の必要性があるかと思っています。 

 ノリについても同じでございまして、有明産のノリと瀬戸内海産のノリ、先ほどのおに

ぎりでも表示がありましたけれども、有明産のノリというのは非常にやわらかい葉でござ

いまして、そういった意味では少し価格も高くなっておりますが、瀬戸内海産のノリとい

うのは少しかた目のノリなのですけれども、手巻きのノリとかおにぎりにはバリッという

感じがして適していると言われます。そういうことを国産の中でも有明産のノリとか瀬戸

内海産のノリと書いてある、こういう表示はしていただいているところだと思うのですが、

ただ、私どもの中で調べてみても、これは韓国産のノリを使っていますよという表示は一

切ないということでございますので、そういうことから強調表示だけではなくて、消費者

の正しい選択のために、より多くの表示をしていただく、こういうことのためにも義務化

ということをぜひ御理解いただきたいと思います。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 どうぞ。 

○富松委員 私もメーカーとして、齊藤委員の御質問にお答えしなければならないと思い

ますので、少し実例を挙げてお答えしたいと思います。 

 今、当社は、冷食のギョウザにつきましては国産野菜100％に切りかえて製造しておりま

す。この中で調達が難しい原料は、例えばタマネギです。私たちは、おいしいものを提供

するのは当然ですが、そのおいしさが常に安定していることが非常に重要であります。よ

って新タマを常に入手して生産に使用しております。そうすると年間を通じて５月前後に
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なりますと国産のタマネギの入手が非常に厳しくなります。そういった中でも産地を選ん

で何とか調達できるようにして、国産のタマネギ100％使用を含む、100％国産の野菜を使

ったギョウザを提供しております。一方、今、申し上げましたように調達が難しい面があ

り、ほぼ90％以上国産の野菜を使っておりますシュウマイには国産の表示をしておりませ

ん。それは、100％国産野菜使用の表示しているギョウザに対しては100％責任を果たさな

ければいけないため、国産原料を優先的にギョウザに回しており、その分シュウマイの原

料調達に融通性を持たせているためです。 

 調達の切り替えがなければ問題ない、即ち一定のところから常に調達ができれば原料原

産地表示はできるのですが、こういった調達の切り替えでメーカーも苦労していることを

御理解いただければ幸いです。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 ただいまのはこういう形で実際にこの委員会、今回は３名ずつの話ですが、次回以降、

製造者を含めまして、また幅広くヒアリングを重ねておりますので、その中で選抜して議

論を重ねていきたいと思います。 

 時間のほうが大分たちましたが、ほぼ２時間が経過しております。委員の皆様、ありが

とうございました。 

 本日は、６名の委員の方から皆さんの御意見を伺うことができました。消費者の３名の

中で２名の方からは拡大、夏目委員のほうは品質の差異ということ、それ以外の６つの課

題があるということで拡大していく方向であろう。 

 永田委員からは、要件１を外すことと、あとは大括りの表示でもいいから表示があるこ

と。それと同時に情報の伝達システムを整えることが重要である。 

 一方、市川委員のほうからは、それは疑問もあるわけであって、単に本質をもっと考え

るべきである。そういった教育を含めてコストや調達などの話を含めて、品質がまず優先

されるべきであるという意見でした。 

 生産者側３名の方は、実際に全農の商品で既にいい例が出たと思いますが、やはりああ

やって実際のものを見るとわかりやすかったのですが、おもしろい言い方としては、事業

者がまず考えるべき項目の一つではないか。原料原産地表示というのは、もちろん消費者

のための表示であるのですけれども、そういったものの中で事業者も可能性拡大を見てい

くべきではないかという考えでした。 

 長屋委員のほうからはノリの表示、特に50％の重量に満たないものでも重要な情報とし

て漏れているものに関しての御意見でありました。そういったものをどこかで形として義

務化へ向けられるかどうかという検討が必要である。 

 鈴木委員のほうからは、やればできるもの、ここでも大きな課題になってきます実行可

能性という５番目の論点、それが最終的には大きなポイントになってくると思いますが、

そこへ向けての重要なお話でありました。ただし、同じ果物を使った加工品であっても、

実施ができるものとできないものが明確にあるのではないかという御意見だったと思いま
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す。 

 以上、皆様方から大変重要な意見をいただきました。特に長屋委員からいただきました

ノリ等について具体的に強い要望がございましたので、今後、こういったものの実行可能

性の観点につきましては十分この検討会でも議論していきたいと思います。 

 今後、この法案に関しましては事務局のほうと整理いたしまして、今後の第３回以降の

議題にさせていただきます。今回は、消費者側、生産者側、これも続きまして、第３回目

以降、特に実際の製造者、事業者側の意見をここで一度、私の意見としては挟みたいと考

えております。そういったヒアリングと、また、外部のその他の方の御意見を挟ませてい

ただいて、また改めてその全体を見た中で御意見をまとめさせていただければと思います。 

 特に実行可能性につきましては、昨年11月に、先ほども意見がありました総合的なTPP

の関連政策大綱でも検討に当たって留意すべき事項として頭出しされているということは

皆さん御存じだと思います。そういうことを考えますと、本検討会の論点としましても、

実行可能性につきましては今後非常に重要な点であります。 

 先ほど夏目委員からも出ましたように、そういった面のメリット、デメリット、こうい

った面を整理しながら第３回目以降、また改めて意見を出していただければと思います。 

 それでは、議事次第第４になります。その他についてですが、まず、事務局より御報告

があるとのことですので、お願いいたします。 

○大久保消費者行政課課長補佐 農林水産省消費者行政課の大久保でございます。 

 私のほうから、前回第１回の検討会で金井委員から御要望がございました、生産者等か

らの原料原産地表示に対する御要望というものにつきまして事務局で取りまとめましたの

で、資料３に基づきまして御説明させていただきます。 

 なお、委員の皆様におかれましては、御参考といたしまして卓上の青いファイルでござ

いますが、今回取りまとめました要望書の写しを配付してございます。合わせてごらんい

ただければと思います。 

 それでは、資料３でございます。この資料３では、今年度関係の皆様から御提出いただ

いた要望書のうち、事務局において把握したものを取りまとめたものでございます。 

 まずは１ページ目でございますが、要望書を御提出いただきました団体様等を大きく４

つのグループに分けて要望の内容をまとめた表になっております。 

 １つ目、左上でございますが、これはJA関係者の皆様からの御要望をまとめたものでご

ざいます。内容的には、加工食品全体に対して表示の義務づけを求めるもの。さらには、

生産品目ごとに野菜・果樹、酪農・畜産、豆類など、生産物の種類別に表示の拡大をお求

めになっているという内容になってございます。 

 その下でございますが、事業者団体として囲っております。ここには食品関係の事業者

といたしまして、食品産業センター様、食品産業中央協議会様からの御要望。内容的には、

実態を踏まえた適切かつ慎重な検討が必要ではないかという御意見。さらには、日本パン

工業会、全日本パン協同組合連合会様からの御意見といたしまして、企業におきましては
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責任を持って小麦粉の原料原産地表示をすることはできないのだという御意見をいただい

ております。 

 それから、右上の四角でございますが、これは生産関係の中でも特に食肉関係の方々か

ら多くいただいておりますので、ここを別枠に区切ってまとめております。 

 この中では、食肉の加工品、中食、外食に対する義務づけの御要望もいただいておりま

す。 

 その下、「その他」としておりますが、先ほど委員からも御紹介がありました日園連様、

果実の関係、それから、全漁連様、水産物の関係、そして、全国魚連のり事業推進協議会

様から、おにぎりや巻き寿司等に使用されるノリについての義務化の御要請をいただいて

いるところでございます。 

 続きまして、２ページ目でございます。こちらでは、農林水産省が開催した説明会等で

いただいた御意見を取りまとめたものでございます。 

 このなかでは大きく２つ、昨年秋、TPPの大筋合意というものを受けまして農林水産省が

実施いたしました意見交換会、それともう一つは、TPP対策として政府対策本部で決定いた

しましたTPPの政策大綱を踏まえて、ことしの１月でございますけれども、農政新時代キャ

ラバン説明会というのを全国のブロックごとに開催しております。その中でいただいた御

意見をまとめさせていただきました。 

 この中では、大きく加工食品全般に対しての御要請、外食についての御要請に加えまし

て、特に国産と外国産を区分した表示を求めるという声を多くいただいております。 

 まとめた内容は以上でございます。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 ただいまの御説明、資料３に関しまして御質問等がございましたらお願いいたします。

よろしいでしょうか。 

 それでは、本日の検討会を振り返りまして、板東長官及び小風局長から一言いただきた

いと思います。 

 では、先に板東長官、よろしくお願いいたします。 

○板東消費者庁長官 本日は、６委員の先生方を初めといたしまして、たくさんの先生方

から御意見をいただきましてありがとうございました。 

 先ほど、座長のほうから詳しく６委員の御発表につきましての要点のおまとめがござい

ましたので、繰り返し申し上げませんけれども、大変いろいろな視点について御指摘をい

ただいたなというふうに思っております。一言で申しますと、前回も申し上げましたけれ

ども、この検討会におきましては、消費者の利益が尊重されて、適切な選択のための情報

が得られるということ、そして、生産者にとっても適切な情報発信ができるということ、

また、加工、流通、その他の事業者に関しましても実行可能性ということが満たされるこ

と、取り組みやすいという、こういったことに対応していく制度を皆様の御協力によって

見出していこうということでございます。そのためには、きょう御意見をいただきました
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ように、さまざまな角度から御意見をいただくということが必要になってくるかと思いま

すし、また、きょうの御指摘の中にもいろいろな根拠も含めてきちんと丁寧に議論をして

いく必要があるのではないかというお話がございました。 

 そういう観点から、次回も委員の先生方を初めといたしまして、多くの関係の方々から

の御意見をいただきながら議論を進めていただければというふうに思っているところでご

ざいます。 

 また、きょうも幾つか御指摘をいただいた宿題もございますので、そういったいろいろ

なきちんとした材料を提供させていただきながら、丁寧な御議論を進めていただけるよう

に事務局としても努力をしたいと思っております。 

 本日は、どうもありがとうございました。よろしくお願い申し上げます。 

○森光座長 ありがとうございました。 

 続きまして、小風局長、お願いいたします。 

○小風消費・安全局長 農林水産省の消費・安全局長でございます。 

 本日は、本当に多くの委員の方々、生産者、消費者のサイドから意見開陳ということと、

また、委員の方からも本当に多くの御意見をいただきました。時間が足りない中で、実行

可能性について審議を深めるべきだという御意見をいただきまして、それに対して、先ほ

ど長官からもお話がありましたけれども、できるだけアンケート、あるいはヒアリング、

こういうものもお示ししながら進めていきたいと思います。 

 それから、もう一つ、最後に要望のほうを提出させていただきました。また、委員のほ

うには、現在、当省で把握している要望リストをお示ししておりますが、やはり、この検

討会は多くの方から注目を浴びております。これ以外にも多くの方々が原料原産地表示に

ついていろいろな考え、御意見を持っていると思います。特に生産者団体の方にとどまら

ず、事業者の方々、あるいは、もちろんこれ以外の消費者の多くの方々、地方の方々、自

治体の方々、商工会議所とか地方の食品メーカーの方々もいろいろな御意見を持っておら

れます。ぜひ、そういう方々からの御意見、御要望をお受けいたしまして、これまた検討

会の委員の方々にもお示しして、さらに審議を深めていっていただきたいと考えておりま

す。 

 もちろん、農林水産省、あるいは消費者庁、この検討会事務局のほうにも、また、今、

会場に来ておられる方々も含めまして、いろいろな御意見を出していただければ、それを

また検討会のほうにお示ししまして、審議の御参考にさせていただきたいと考えておりま

す。 

 本日は、本当に熱心な御議論をありがとうございました。 

○森光座長 小風局長、どうもありがとうございました。 

 以上で本日の議事は全て終了いたしました。 

 事務局から次回の検討会につきまして御連絡をお願いいたします。 

○赤﨑食品表示企画課長 次回の検討会は、３月31日（木）開催を予定しております。詳
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細につきましては、また後日御連絡をいたします。 

 最後に、本日、机の上に置かせていただいております第１回検討会資料のファイルのつ

づり、あとは要望書等のファイルのつづりでございます。これにつきまして、次回以降も

随時資料を補塡しながら使用いたしますので、机の上に置いたままで御退席いただければ

と思っておりますが、ただ、要望書等について、持ち帰って詳しくごらんになりたいとい

うのであれば、事務局のほうに一言その旨お伝えをいただければと思っております。 

 以上でございます。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 それでは、本日の検討会を閉会させていただきます。皆様、長時間ありがとうございま

した。 
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